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食料産業クラスター事業の現状と展開の方向性(1)
事業関係者の視点を基礎として
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地域の活性化を目指していく取組みである 8。この事業は、2007 年 11 月末に、農
林水産省と経済産業省の共同政策として展開されている。また、2008 年 5 月には、
「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律案（通称、
農商工等連携促進法）」が成立し、同年 7 月に施行された。なお、2014 年 10 月
15 日時点で農商工等連携促進法に基づいて認定された農商工等連携事業計画は
636 件（第 1 回認定（2008 年）61 件）であり、農商工等連携支援事業計画は 16
件となっている 9。




を図っていくために、6 次産業化による事業展開を推進している 10。2014 年 10 月
31 日時点で 6 次産業化法に基づいて認定された総合化事業計画は 1,976 件（第 1























発等について』と 13、2014 年の『農山漁村 6 次産業化対策事業等における事業効

























（出典：会計検査院（2011）『食農連携事業による新商品の開発等について（平成 23 年 10






原材料の使用量又は新商品の販売額が 100％以上のもの」が 30 件（17.3％）であ
る。その中の「主要原材料の使用量及び商品の販売額の達成率が 100％以上のも
の」がわずか 9 件（5.2％）であることが理解できる。こうした結果については、
会計検査院は、表 2 に示された 3 つの原因を指摘している。
表 2　表 1の状況に対する原因
A． 協議会及びコア企業において、 主要原材料の仕入先の確保、 製造過程における技術的な課題の解決策、 販売価




C． 貴省本省において、 事業実施主体の採択に当たり、 新商品の開発等に関する事業実施前の調査 ・ 検討状況等に
ついて事前の審査を十分に行っていないこと
（出典：会計検査院（2011）『食農連携事業による新商品の開発等について（平成 23 年 10
月 19 日付け　農林水産大臣宛て）』、6 頁をもとに筆者作成。）
新商品の開発等（件） 事業費（千円） 国庫補助金相当額（千円）
新商品の開発等が順調に実施されていなかったもの 106（61.3％） 495,988 247,304
開発できなかったもの又は開発したものの製造・販売できな
かったもの 54（31.2％） 255,029 127,137
事業完了年度の翌年度から3年以内に製造・販売を中止し
ていたもの 12（6.9％） 30,866 15,433
主要原材料の使用量及び新商品の販売額の達成率が30％




の達成率が100％以上のもの 21（12.1％） 56,259 28,100
うち主要原材料の使用量及び新商品の販売額の達成率が























　本検査では、農林水産省および 9 つの農政局等が、平成 20 年度から 23 年度ま








を対象とした検査結果は、表 3 のとおりである 19。
表 3　農商工連携事業に関する検査結果
うち0％
事業数 4 17 11 19 26 (10) 5 82 61


























82 事業のうち、わずか 4 事業（4.8％）であることが理解できる。また、成果目
標を達成していない残りの 78 事業（95.2％）のうち、56 事業（68.2％）が達成
率 50％未満であり、さらに、5 事業（6.0％）は事業中止になっている 20。
　また、連携農林漁業者との連携（調達）状況については、目標年度における成









































事業数 4 6 4 3 2 19 9
割合（％） 21 31.5 21 15.7 10.5 100 47.3
（出典：会計検査院（2014）『農山漁村 6 次産業化対策事業等における事業効果等について（平
成 26 年 10 月 24 日付け　農林水産大臣宛て）』、5 頁の表 2。）
　表 4 に示された結果から、計画値の達成率 100％以上の事業数は、19 事業のう
ちわずか 4 事業（21％）であり、残りの 15 事業（79％）が計画値を達成してい
ないことが理解できる。また、この 15 事業のうち 9 事業（47.3％）が計画値の





表 5　表 3および表 4の原因
 
（出典：会計検査院（2014）『農山漁村 6 次産業化対策事業等における事業効果等について（平
















（出典：会計検査院（2014）「農山漁村 6 次産業化対策事業等における事業効果等について（平成 26 年 10





2011 年および 2014 年の検査結果から、日本では、食料産業クラスター事業は
173 件中 9 件（5.2％）、農商工連携事業は 82 事業中 4 事業（4.8％）、そして、農








































































から 2006 年までの 3 年間に、クラスター事業のために開催された研究会や分科
会への参加者を含めた計 100 名を対象とした。調査方法は、郵送法を用いて約 2
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明」（2012 年度 ‐ 2014 年度）（岩田一哲）の研究成果の一部である。
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